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１．概要 

 社会資本整備のコスト縮減策の一環として鋼桁橋の合理化設計に向けての技術的検討が進められている．その中

には鋼 2主桁橋，狭幅箱桁橋，開断面箱桁橋，波型ウエブ PC 桁橋，合成トラス橋など多彩な橋梁形式が含まれてい

る。本研究では開断面箱桁橋の架設系に着目し昨年までに曲げおよび曲げ＋せん断の耐荷力実験を行い，弾塑性有

限変位解析ソフト(OLFRAM-NAFRAM)の精度及び妥当性についての検証を行ってきた． 

ここで提案する曲げ耐荷力算定式は，既に提案されている I 形断面プレートガーダーの曲げ耐荷力算定式１）を，

斜め腹板を有する開断面箱桁に拡張したものである．提案式と曲げ実験の結果を比較することにより，耐荷力算定

式の開断面箱桁への適用性を確認する．さらに国内外で行われた I形断面プレートガーダーの純曲げ試験の結果２）

と耐荷力算定式の比較も行い，水平補剛材を 0段もしくは 1段有する場合の算定式の妥当性を確認する． 

２．対象とする開断面箱桁 

 提案する強度算定式は以下の条件を満たす開断面箱桁を対

象とする．図-1に対象モデルの寸法記号を示す． 
1)フランジの鉛直座屈が終局状態となる腹板を有するプレ  
ートガーダーは対象外とする． 

2)架設系の開断面箱桁で一軸対称断面とする． 
3)腹板の水平補剛材は 0段もしくは 1段設けるものとする． 
4)桁の横ねじれ座屈と局部座屈の連成効果は開断面箱桁に
ついては無視する． 
３．曲げ耐荷力算定式の提案  

1)曲げ応力分布のモデル化 
圧縮フランジや腹板に降伏や局部座屈が発生する前の曲げ応力分布は，当然のことながら初等力学に従うも

のとして断面の中立軸の位置 eｙu、eylを求める．圧縮フランジおよび腹板に局部座屈を生ずると中立軸位置は

腹板に沿って下方に移動するが近似的に弾性範囲における eyu、eylが保持されるものと仮定する．曲げ応力分

布は弾性分布から図-2に示す終局時分布に移行すると考える．ここで，σufおよびσuwは後述するフランジ及

び腹板の限界応力度である．また，下フランジの応力は断面の軸力が０となる条件より求めるものとする． 
2)曲げ耐荷力算定式 
 図-2の終局曲げ応力分布を基に，断面に作用する曲げ耐荷力
Muは次式で与える． 
・水平補剛材 0段の場合 
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図-１ 対象モデルの寸法記号

図-２ 終局曲げ応力分布図 

水平補剛材無し 

水平補剛材１段
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・水平補剛材 1段の場合 

flyl

r
flyl

rflr
lfyl

wfl
fl

ylfllf

fuyu
wuwfuylwuw

fu
yufuufu

te

bte
An

h
te

AteA

h
hte

AhteAteAM

−

−−
+

−
+−+

−−
+−−+−=

22

2

21

)2()(
3
2)2(2

)(
3
2)2(2)2(2

σσσ

β
σββσσ  (2) 

ここに，Afu,Aw,Afl：上フランジ面積（片側），腹板面積（片側），下フランジ面積（片側） 
    Ar：縦リブ面積（１枚あたり） nr：縦リブ本数 
3)限界応力度 
式(1)，(2)に示すフランジと腹版の限界応力度は参考文献 3)に示される初期不整の平均値相当の式により求

める．フランジの限界応力度は開断面桁の場合，上フランジの水平座屈にかかわる補正を行う．また，腹版の

限界応力度に対し上フランジと腹版の耐荷力がピークとなる時期のズレにかかわる補正を行うものとする． 
①圧縮フランジの限界応力度σuf： 

平均値相当  






>

≤
=

7.0)7.0(

7.00.1
64.0

pfpf

pf

Yufrf

uf

C λλ
λ

σ
σ

L

LLLLL
 (3)  ここに, 

Ekt
b

c

Yfu

fu

fu
pf 2

2 )1(122
π

σν
λ

−
=  

                           Crf：上フランジの水平座屈にかかわる補正係数 
②腹板の限界応力度σuw（水平補剛材０段の場合）： 

平均値相当  
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Crw：上フランジと腹板の耐荷力ピークの発現時期にかかわる補正係数 
 水平補剛材を 1 段有する腹板の限界応力度は，単一パネルごとの腹板の幅厚比パラメータを式(4)に用いて
各パネルの限界応力度を算出する。             表-1 開断面実験結果と算定式の比較表 
４．実験結果との比較  

 開断面箱桁の実験結果と簡易算定式の比較を表-1に示す．

水平補剛材の無い MC，MCV は低めの，水平補剛材を 1 段有

する MCVH は若干高めの耐荷力を算出している。また，算定

式の妥当性を確認

するため既往の実

験結果 2)（I形断面
プレートガーダ

ー）と算定式の比

較を行った結果を

図-3に示す． 
図-3 既往のⅠ形断面実験データと算定式の比較 

５．まとめ  

 水平補剛材が 1 段もしくは 0 段有する開断面箱桁橋の架設系での曲げ耐荷力算定式を提案した.算定式は簡

便に計算できるにもかかわらず実験結果対して良好な精度で曲げ耐荷力を算出することができる. 

なお,本研究は科学研究費補助金基盤研究Ａ（研究代表者 西村宣男）によるものである． 
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（Ｎ・ｍｍ） ＭＣ ＭＣＶ ＭＣＶＨ

Ｍu（実験値）/Ｍｙ 0.738 0.746 0.918

Ｍｕ（算定式）/Ｍｙ 0.668 0.670 0.949

算定式/実験値 0.905 0.897 1.034

曲げ耐荷力（算定式/実験値）水平補剛材なし
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